
（デジタルトランスフォーメーション）

■ 対象者

令和７年度 伊万里市中小企業ＤＸ支援事業費補助金

最大 50 万円

【問合せ先】■伊万里市企業誘致・商工振興課（TEL：0955-23-2184） 詳しくはこちら

１ ITツールの導入など

ソフトウェア・ハードウェア導入費用、委託費など

※ ソフトウェア導入費用計上は必須

※ ハードウェアはソフトウェア利用に際して必要

最小限の機器が対象 （買替や増設は対象外）

❖ 顧客情報管理ツールの導入

❖ POSレジシステムの導入

❖ 会計・人事・労務管理等の業務支援ツールの導入

❖ 在庫管理、施工管理システム等の導入

❖ ＩｏＴセンサーと管理システムの導入

❖ 販売促進のためのHPやＥＣサイトの構築

（※新規作成・大規模改修） など

申請受付期間

令和 ７ 年 ５ 月 １２ 日（月）～

１２ 月 26 日（金）

※ 予算上限に達し次第終了します

伊万里市内に事業所を有する中小企業基本法に基づく中小企業者

及び小規模企業者、個人事業者、各種法人

２ DX推進のための計画づくり

補助率 ２／３以内

対象経費

❖ コンサルタントなどの専門家による伴走支援を

受けながら、社内のDXを進める

ための計画づくり

［ 計画の内容の例 ］

・ 自社の業務プロセスの見える化や課題・改善事項の

抽出による社内の現状把握

・ 課題・改善事項解決に向けた導入ツールの検討

など
対象経費

事業実施のためにかかるコンサルティングやDX人

材育成研修の委託費用 など

■ 申請の流れ

■ 対象事業

業務の効率化や生産性向上に向けたITツール（ソフトウェアやクラ

ウドサービス等）を導入する事業またはDXを進めるための計画づ

くりを行う事業で、令和８年２月２８日（土）までに完了するもの。
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※1 交付要件を満たしていれば、交付決定日以前（令和７年4月１日以降に限る）に契約・発注した分も対象となります。

※2 交付決定後に前払い（概算払い）で受け取ることも可能です。事業費に減額が生じた場合は、差額を返還していただく必要があります。
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企業の次の成長に、デジタル活用という選択肢を。



■ 提出書類

① 伊万里市中小企業ＤＸ支援事業費補助金交付申請書

（様式第１号）

② 事業計画書（様式第１号別紙１）

③ 事業内容と金額が確認できるもの（見積書（内訳が確

認できるもの）、カタログ等）

④ 登記事項証明書（履歴事項全部証明書等）の写し

⑤ 確定申告書別表第１の写し

※ 確定申告書の作成がない場合（設立後決算期や申告

時期を迎えていない場合など）は、営業実態が客観

的に確認できる資料（法人設立届書又は個人事業の

開業届出書）を添付

⑥ 本人確認書類（個人事業主の場合）

運転免許証、マイナンバーカード、パスポート等の写し

をいずれか一つ

⑦ 誓約書（様式第１号別紙２）

⑧ 納税状況等確認同意書（様式第１号別紙３）

※ 申請書類は市ホームページから

ダウンロードしてください。

（https://www.city.imari.lg.jp/22246.htm）

■ 申請方法

申請書等に必要事項を記入の上、郵送または持参にて

提出してください。

［ 提出先 ］

伊万里市役所企業誘致・商工振興課

〒８４８－８５０１ 伊万里市立花町１３５５番地１

電話：２３－２１８４ ＦＡＸ：２３－２４７４

■ その他の留意事項

① 申請にあたっては、必ず交付要綱や公募要領、Q＆A

を確認してください。

② 事業の実績等を市の広報紙やホームページ等で公開

することがあります。

③ 「ITツールの導入を伴う事業」と「DX推進に向けた実

施計画策定事業」を併用して補助金額の上限を１００

万円とすることはできません。

④ 市が実施する他の補助事業の交付の対象となる事業

や、国、県その他の地方自治体又は民間団体等の補

助金で採択された事業は対象外は対象外となります。

業 種 内 容

林業・木材産業 ドローンで撮影した写真を活用した画像処理・測量ソフトの導入

農業 ビニールハウス内の環境モニタリングシステムの導入

美容業 顧客管理や予約管理に対応したPOSレジシステムの導入

陶磁器製造販売 会計業務の効率化及び生産性の向上を目的としたクラウド管理システムの導入

建設業 住宅プレゼンシステム導入による商談業務の効率化

医療業 電子カルテ導入による事務作業の効率化

卸売業・小売業・飲食業 POSレジ、セルフオーダーシステムの導入

小売業 販売促進のためのECサイトの新規開設

旅館業 販売促進（宿泊予約獲得）のためのホームページ新規構築

これまでに52事業者に活用いただいています。その一例を紹介します。■ 過去の事業の実績（令和５～６年度）

補助金・助成金診断システムのご案内

経営課題の解決に活用可能な国や県などの助成金を簡単に自己診断できるツールです。

この自動診断システムでは、約5分ほどで自社の課題にあった公的支援制度を診断することができ、

診断結果に基づいた各種公的支援制度に関する無料相談もできます。

その他の補助金、使えるかも！

■ DX推進のための計画づくりについて

デジタル化、DXといっても何から始めればいいのか、どんなツールを導入すればいいか分からない・・・。

そのような事業者様向けに、専門家と一緒に自社の課題を整理しながら、DXを進める計画づくりを行うための支援

メニューです。

詳しくは市企業誘致・商工振興課、中小企業相談所（伊万里商工会議所内）、取引金融機関の中小企業支援窓口等に

お問い合わせください。


